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本研究では、平成２４年８月に内閣府から発表された津波浸水想定地域のうち宮崎、高知、徳島、和歌

山、三重、静岡の６県を対象とし、コントロールポイントで基準化した「都道府県地価調査の地価の時系

列データ」を用いて、東日本大震災が地価の変動に与えた影響について考察した。具体的には、東日本大

震災前後における時系列データから計算した地価変動率の違いを津波浸水想定地域であるかないかという

点から比較した結果、高知、徳島、和歌山、静岡県の津波浸水想定地域の地価の下落は、浸水想定地域よ

りも大きかった。津波襲来予測地点ではそうでない地点に比べて、東日本大震災前より後の方が地価が大

きく下落していた、ということが分かった。 
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1. はじめに 

 

2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生し、主に

津波による死者 15,879 名，行方不明者 2700 名

（2013 年 1 月 16 日時点１））という被害をもたらし

た。これにより、国民の津波に対する危機意識が高

まったと言われている。また、今後南海トラフの大

地震が発生することが予期されている。これらを受

けて、国や地方自治体、企業では各種対策が講じら

れている。その１つとして、2012 年 3 月末に第一

次報告として、南海トラフ巨大地震の震度分布・津

波高（50m メッシュ）の推計結果が内閣府より公表

された。そこでは最大 30 メートル以上の津波が襲

来することが予想されており、津波に対する対策の

重要性が再認識された。津波の危険を回避しようと

する企業や住民は、津波が予測される地域での立地

を控える。土地への需要が低下することから、地価

の下落という形となって表れる。2012 年 9 月 19 日

に平成 24 年度都道府県地価調査の結果が公表され

た際、東日本大震災や津波浸水予測の公表により、

津波に対する危機意識が顕在化したため、沿岸部の

地価の下落が大きいと報道された。その一方で、津

波襲来が予測される都道府県・市町村によって、地

価の下落の大きさに差が見られた。 

津波リスクがあるにも関わらず、地価が下落して

いないということは、住民が津波リスクをきちんと

認知していないということである。本研究では、そ

の地域差を明らかにして、地価が下がっていない地

域の自治体や住民への警鐘へとつなげていくことを

目的とする。 

 

 

2. 既存研究との位置づけ 

 

表－１既存研究２） 

 
  

 

既存研究を対象としている災害と地価の影響を調

査している地理的範囲という二つの視点から表１に

まとめた。 
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限られたエリア（1つの市、町など）に対する地

震の地価への影響を調査したものでは、例えば、山

鹿らの地震危険度ランキングの上昇とともに東京都

内の地価公示の地価が低下することを示したものや、

川脇の兵庫県南部地震が地震被害に対して脆弱な地

域の地価を有意に引き下げたことを示したものがあ

る。 

地震被害が地価に与える影響を広範囲な地域に対

して調べたものでは、Naoiが市町村レベルのデータ

を用いて巨大地震が日本における地震発生確率の高

い地域の地価を下げる効果があったことを示してい

る。 

また、洪水の地価への影響に関する研究は多数な

されている。 

いずれの研究においても、自然災害へのリスクは

地価にある程度は反映されており、地価の差異とし

て表れるとされている。限られたエリアでの地震や

洪水の地価への影響を評価した研究は存在する。し

かし、広範囲に渡っての災害による地価への影響を

調査した研究は少なく、また、津波リスクの地価に

対する影響に関する研究も見当たらない。 

 

 

3. 津波襲来予測地点における東日本大震災前後で

の比較 

 

東日本大震災以前より以後の方が地価の下落が拡

大したと言えれば、地価の下落要因の１つとして津

波への危機意識が働いている可能性がある。津波襲

来予測地点における「2008～2010 年」と「2010～

2012 年」の地価の平均下落率を表―2 に示す。なお、

この 2 期間は東日本大震災の発生前後に対応する。

この 2 期間での下落率の平均を比較すると、高知・

徳島・和歌山・静岡県で東日本大震災後の地価の下

落が大きくなっている。宮崎県・三重県も東日本大

震災以後の方が下落しているが、その大きさは小さ

い。全般的には、震災後の平均下落率が大きくなっ

ており、何らかの要因が地価に影響を与えていると

考えられる。また、地域によって震災前後の地価下

落率平均の差に違いが見られる。これは地価が様々

な要因により決定されるからだと考えられ、この比

較では、津波襲来予測地点であることが地価を下落

させたと判断することは難しい。 

 

地域

①2008年
から2010
年にかけ
ての地価
下落率平

均

②2010年
から2012
年にかけ
ての地価
下落率平

均

①―②差
分

地点数

宮崎県 3.49% 3.98% -0.50% 23
高知県 12.15% 16.28% -4.13% 34 **
徳島県 10.37% 14.87% -4.50% 8 **
和歌山県 8.76% 11.32% -2.56% 24 *
三重県 5.00% 6.05% -1.07% 27
静岡県 5.67% 8.92% -3.12% 31 **  

表－2 津波襲来地点における地価下落率 

 

 

4.  基準化した地価による比較 

 

 ある事象が対象に影響を及ぼすかどうかを調べる

ために、コントロール（対照地点）を設定して比較

する方法がある。例えば、波多野（2005）３）では、

河川構造物の建設・操作による撹乱要因の変化とい

う人為的インパクトが、河川生態系にどのような影

響を与えるかという研究で、調査地点の選定におい

て、ダムの影響に関する対照地点を、近傍からダム

のない対照河川を選定し、比較を行っている。本研

究では、この方法を利用して、地価に対する経済的

影響を排除するために、基準地（コントロールポイ

ント）を設定し、津波襲来予測地点との2008、2010、

2012年の年ごとに地価の比をとり、2012年とそれ以

前で地価の下落がどう変わったのかを分析する。内

陸地点でも同様に分析する。また、ある限られたエ

リアでは、経済的要因だけを見ると、同じように地

価が下落していると見ることができるので、対象範

囲を同じ市町村内に限定する。同市町村内で比較す

ることで、経済要因を排除できる。この方法により、

津波による地価への影響を大きく捉えることができ、

より精緻に比較できる。また、基準地は同市町村内

で一つとし、津波が来ない内陸部かつ地価の変動幅

が小さいところを選定する。図―1、図―2に架空の

地点を設定し、ここでの分析の解釈の仕方を概説す

る。図―1のように2012年において2010年以前の傾

向よりも地価の下落が大きい場合、黄色の部分の値

が大きくなる。図―2のように2010年以前と同じよ

うな地価の傾向であれば、黄色の部分の値が小さく

なる。津波襲来予測地点と内陸地点の地点数を確保

のため、人口10万人以上の都市における地価を比較

し、県毎にまとめた結果を表－3に示す。平均値の

差の検定結果から、2県（三重県・静岡県）以外は

統計的に有意な差があるとは言えないが、これは地

点数が少ないことが原因だと考えられる。高知県・

静岡県では、津波襲来予測地点の地価が内陸地点の

ものに比べて大きく下落している。津波に対する危

機意識が地価に表れていると推測できる。一方、他

の県では津波の襲来が予測されているにも関わらず、

2県に比べて危機意識が地価には表れていない。津

波が襲来する地点でも地域によって地価の下落に差

があることが分かった。 

 

 
図－1 例①：2012年で地価の下落が拡大している場合 

 

 
図－2 例② 2012年もそれ以前同様の地価変動の場合 
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図－3 津波襲来地点と内陸地点の地価下落率の比較 

 

 

4.  新聞記事、既往災害調査による地価下落差異

の考察 

 

 表―3 に示すⒶ津波襲来予測地点とⒷ内陸地点

の地価下落の平均値の差が、県ごとに異なる原因を

検討する。地価の下落要因の一つとして、住民の津

波に対する危機意識が考えられる。具体的には、新

聞記事での反応・過去の災害履歴を調査した。 

新聞記事は、そこに住む人たちの意識を強く反映

したものであり、住民の津波に対する意識が分かる。

初めに、2012 年 9 月 20 日の新聞記事 4）に掲載され

た内容を調査し、地価の下落要因が津波の影響によ

るものだと取り上げられた程度を 1.文字数割合（図

―4）、2..地価・津波関連語句頻出度（図―５）の

２つを基準して整理した結果をまとめた。（新聞記

事調査について、柏野（2005）5）では出現使用度数

を収録単語数で正規化した値に着目して研究を行っ

ている。また、八ッ塚（2007）6）では、「ボランテ

ィア」という単語が出てくる記事数の年変化に着目

して研究を行っている。本研究の参考とした。）全

体的な傾向としては、宮崎県・三重県の 2 県以外は、

新聞の報道通り地価の下落が見られ、特に高知県・

静岡県では大きく報道されていた。一方、三重県の

ように大きく報道されているにも関わらず、地価の

下落に表れていないことが分かった。このように、

報道においても地価の下落と同様に、地域差が見ら

れた。 

次に、表―3 に示した県の過去 100 年の地震・津

波被害を調査した（表―4
7））。過去に津波による

大きな被害を受けていれば、津波に対する危機意識

が高まり安く、その結果が地価の下落となって表れ

ていると考えられる。三重県を除いて、過去に大き

な地震災害を受けた県では、報道内容と地価下落の

関係に差が見られた。その理由として、東日本大震

災や津波予測の発表によって、住民の意識が過去に

起こった災害へ向けられたためだと考えられる。 

 

 
図―4 文字数割合と地価変動 

 

 
図－５ ワード頻出回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―3 コントロールポイントとの比較 

 
＊５％＊＊１％ 



 

 4 

表－4 既往災害 

 
 
 

5. 結論 
 

 本研究では、都道府県地価調査の地価に着目し、

コントロールポイントで基準化した地価を用いて、

津内襲来予測地点とそうでない地点での比較・分析

を行った。その結果、以下の点が明らかとなった。 

１．今回対象とした 6県の内 4県において、津波襲

来予測地点ではそうでない地点に比べて、東日本大

震災前より後の方が、地価が大きく下落していた。

県毎でみると、静岡県・高知県は他県と比べて地価

の下落が大きく、三重県・宮崎県では、地価の下落

が見られなかった。このように地域によって差がみ

られた。これは、津波リスクに対する住民の危機意

識の表れと考えられる。特に高知県・静岡県は、津

波に対する危機意識が高いと言える。宮崎県・三重

県は津波襲来が予測されているにも関わらず、地価

には表れていない。 

２．新聞で大きく報道されているほど地価の下落が

大きくなっていた。一方、三重県のみ津波リスクが

地価の下落につながっているという報道と食い違っ

ていた。宮崎県は報道でも津波リスクについて触れ

られていなかった。これは、県全体でみているため

であり、一部の地域のみを見たら地価下落に津波リ

スクが表れている。しかし、津波は一度に広範囲を

襲うものである。地価の下落に表れていないという

ことは、住民の意識が低いと言える。 

３．三重県を除いて過去に大きな地震災害が有ると

ころでは、地価の下落が見られた。東日本大震災や

津波予測の発表によって、過去に起こった災害へ住

民の意識が向けられたためだと考えられる。 

 今後、公示地価を調査することでサンプル数を増

やし、統計的有意性を示すことを試みる。また、ア

ンケート調査を行い、顕示選好である地価と表明選

考であるアンケート結果の差異があるかどうかもに

ついても分析を行っていく。 
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